
情報統括部 
東京都新宿区四谷本塩町 14-3 

TEL:03-5919-9343（直通） 

URL:https://www.tdb.co.jp 

2023/8/25 

1 ©TEIKOKU DATABANK, LTD. 

 

 

株式会社帝国データバンク 情報統括部長 藤井
ふ じ い

 俊
さとし

 

【問い合わせ先】 飯島
いいじま

 大介
だいすけ

  03-5919-9343（直通）daisuke.iijima@mail.tdb.co.jp 

情報統括部：tdb_jyoho@mail.tdb.co.jp 
当レポートの著作権は株式会社帝国データバンクに帰属します。 

当レポートはプレスリリース用資料として作成しております。著作権法の範囲内でご利用いただき、私的利用を超えた複

製および転載を固く禁じます。 
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[注] 2019年の数値は、全世界を対象に輸出を行った日本企業のうち「中国」向けが判明
した企業
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 東京電力福島第一原発の処理水放出をめぐり、中国政府は日本産の水産品について全面輸入停

止措置に踏み切った。これまで中国政府や香港政府が行ってきた、10 都県に限定した水産品や食

品の輸入制限から踏み込んだ厳しい内容で、現状では取引正常化のメドが立たない状況が続く。 

 中国への食品輸出をめぐっては、従前から中国国内で人気の高いナマコなどのほか、日本食ブ

ームを背景に日本産食品の対中輸出が近年大きく拡大してきた。実際に、中国へ直接・間接的に

輸出を行う食品関連企業は、対中輸出全 9270社のうち 700社超におよび、1社あたりの取引にお

ける中国向けの割合も 50％を超える企業が多いなど、「最大の得意（販売）先」として中国市場の

存在感は大きい。そのため、国内の食品輸出業者に加え二次・三次取引などを含めたさらに多く

の企業で甚大な影響が及ぶとみられ、国内市場や代替輸出先の確保といった措置が急がれる。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
[注 1] 帝国データバンクの調査報告書データから判明した中華人民共和国（中国）国内の企業（現地法人など）と取引を直接行う企業 

なお、中国本土のほか「澳門（マカオ）」「香港（ホンコン）」両特別行政区が対象 

[注 2] 同様の調査は、国内の全輸出企業を調査した 2019年以来 4年ぶり 2 回目 

緊急調査：中国の対日輸入規制による日本企業の影響調査 

中国の日本産水産品「禁輸」 
食品輸出 700社に影響 

「中国向け」割合は平均 4割、食品は 5割超 
 

中国への輸出企業数 推移 中国・香港への「輸出」企業数 

関連産業別 割合 
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販売に占める「中国輸出」割合
/1社あたり平均
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50％
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５５.9％
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機械・設備
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[注] 販売時におけるシェア（1％以上）が判明した約2000社が対象。複数の中国法人・
販売先がある場合は、両者の合計

機械・設備 3,503社 +63.6％ 2,141社

食品産業 727社 +130.8％ 315社

うち「水産品関連」 164社 ＋90.7％ 86社

繊維・アパレル 606社 +127.0％ 267社

化学品 587社 +95.0％ 301社

金属製品 522社 +60.6％ 325社

美容製品（化粧品等） 264社 +144.4％ 108社

建設関連 150社 +97.4％ 76社

医療関連 121社 +75.4％ 69社

中国へ「輸出」する企業 計 9,270社 +83.7％ 5,045社

関連産業別 ２０２３年 2019年2019年比

[注] 主な関連産業を対象に集計

日本企業の「対中輸出」9000社、４年前から 80％増 食品産業が 7.8％を占める 

 在中国の企業に製品やサービスなどを販売（提供）する、対中国への輸出を直接・間接的に行

う日本企業を調査した結果、2023 年 8 月現在で国内に 9270 社に上ることが分かった。2019 年調

査時点で判明した 5045 社に比べ、4225社・83.7％増加した。このうち、香港特別行政区（以下、

香港）向けに輸出を行う企業は 2639社判明し、19年から 1183社・81.3％増加した。 

 中国向けの輸出は、中国経済の減速に加え、先端半導体の製造装置などの品目で輸出規制が実

施されるなど先行きの不透明感が強い。ただ、円安相場が輸出に有利に働いていることに加え、

14億人を有する中国市場の大きさを背景に、中国向け輸出を行う企業が増加した。 

 

 中国への輸出企業を関連産業別にみると、最も多いのは自動車や家電など電化製品、製造機械

など「機械・設備」で、全体の約 4 割を占めた。中国の最終組み立て工場へ向けた部品供給など

のほか、中国市場への完成品輸出・販売などが多くみられた。次いで、漁業や農業など一次産業

から、食品加工・販売までを含めた「食品分野」が 7.8％で続き、このうち鮮魚卸や水産加工など

水産品関連を主業とする企業の割合が 1.8％だった。取り扱い品目は、和牛や日本酒、健康・美容

系飲料など清涼飲料水、生鮮食品など多岐にわたり、水産品では干しナマコやホタテなど多様な

食品の取り扱いがみられた。なお、中国での日本産食品の需要増を背景に、異業種ながら食品を

取り扱うケースもあった。 

 また、自社の販売額のうち中国向け販売（輸出）が占める割合は、全産業平均（対象：約 2000

社）で 1社あたり平均 42.8％に上った。なかでも、近年の日本食ブームを背景に中国向けの販売

が伸びる食品産業では 1社平均で 50％を超え、「機械・設備」など他産業に比べて割合が大きいほ

か、全業種に比べても高く、中国向けへの比重が高い傾向がみられた。 

 日本産食品への高い知名度や購買力などを背景に食品の輸出先として重視される香港では、食

品産業の占める割合が 12.0％・316 社と 1 割を超えた。このうち、水産品関連を主業とする企業

は香港向け輸出企業全体の 2.1％・56 社と少ないものの、販売額のうち香港向けが占める割合は

いずれも大きかった。 

  

 

 

 

 

輸出 1社あたり 中国向け輸出の割合 関連産業別 


